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企画調整グループ

１　特別支援教育就学奨励費に関する事務
支援学校（府立44校2分校、市立２校1分校）に就学する児童・生徒の保護者に対し、経済的負担能力に応じ、就学に必要な経費を支給した。(国庫1/2)
(※令和４年度の支給額については、給食費無償化により例年と比べて減少した。)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額  R4　 　４４７,５６６千円
　R3 　　７８５,９３３千円　　  
R2 　　７５４,５０９千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	支弁段階
	支　弁　段　階
	支給人員
	支　給　額

	Ⅰ

（全額支給）
	世帯収入額
世帯需要額
	6,641人
	365,792,172円

	Ⅱ

（一部1/2支給）
	世帯収入額
世帯需要額
	1,670人
	64,572,432円

	Ⅲ

（一部支給なし）
	世帯収入額
世帯需要額
	1,135人
	17,201,766円

	計
	
	9,446人
	447,566,370円


· 根拠法令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特別支援学校への就学奨励に関する法律
２　支援学校幼児・児童・生徒の通学に関する事務
　　支援学校の通学バスの運行を委託した。

　　○　令和４年度　運行台数　　　　　　　　○　運行委託契約

	直営
	中　　　　型
	1
	1

	　委託
	大　　　　型
	16
	338

	
	大型スロープ
	45
	

	
	中型スロープ
	52 
	

	
	中　　　　型
	180
	

	
	小　　　　型
	45
	

	合　　　計
	339


　　　　　　契約会社数　　　　　　　　　　   ７社

決　算　額　R4　 ２,７４３,９２９千円
 　　　　　R3　 ２,６０５,７１９千円
R2　 ２,５４４,６３１千円
　　　　　　　

３　特別支援学級関係の国庫補助事業に関する事務 
　　国の事務委任に基づき、関係市町村に対し補助金を交付するとともに、その適正な執行を図るよう指導した。

	
	令和４年度
	令和３年度
	令和２年度

	特別支援教育就学奨励費補助金
	32市7町１村
	32市7町１村
	32市7町

	
	220,271千円
	218,281千円
	170,511 千円


４　府立支援学校における知的障がいのある児童生徒の増加への対応に関する事務
　　府立支援学校における知的障がいのある児童生徒の増加に対応し、教育環境のさらなる充実
のため、新たな支援学校の整備等を進めた。
　　○　西淀川地域新校整備関連
　　　　もと府立西淀川高校を活用した新校整備について、今年度実施した基本設計の成果等を踏まえ、引続き、実施設計を進め、工事に着手した。（開校予定：令和6年度）
　　○　府立生野支援学校の府立大阪わかば高校敷地への移転・併設
　　　　昨年度に実施した基本構想を踏まえ、基本計画を策定した。
　　○　さらなる方策の調査検討
　　　　国が定めた特別支援学校設置基準の適合状況等を踏まえ、在籍者の増加が見込まれる地域を中心に、設置基準に適合させるために必要となる方策等の基礎調査を実施し、検討結果をとりまとめた。
決算額　１２３，５９９千円

学事・教務・支援グループ
１　学級編制に関する事務

　　公立支援学校の学級編制について、指導助言を行った。

	総児童生徒数
	総学級数
	内　　　　　　　　　訳

	
	
	一般学級
	重複学級
	訪問学級

	9,764（+122）
	 2,376（+4）
	1,318（+15）
	989（−15）
	69（+4）


２　障がいのある児童・生徒の就学指導に関する事務

　　支援教育課に就学指導員を3人配置するとともに、市町村教育委員会支援教育担当指導主事等を対象に障がい児就学事務研究協議会を開催し、適正な就学が行われるよう指導した。

３　府立支援学校のICT機器等の整備・運用・管理及び活用に関する事務

　府立支援学校における情報教育の推進や障がいのある児童・生徒の情報活用能力の育成を一層図るため、ICT機器、LAN教室、学校情報ネットワーク、聴覚支援学校文字情報システム等の整備や運用・管理を行った。

また、多様な子どもたちを誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化された学びの実現を目的とする国の「GIGAスクール構想」とあわせて、集団学習による学びの相乗効果を高めるため電子黒板の整備を進めた。
決　算　額 R4　３６１，７９７千円
R3　２７２，６６８千円
 R2　５６９，９３１千円
４　キャリア教育支援体制強化事業費に関する事務

　　府立支援学校２校をモデル校として、早期からの職業教育・キャリア教育を基盤とした教育課程の再編を行うため、キャリア教育支援アドバイザーを派遣し、各学部の教科・領域における系統的な指導・支援の充実を図った。
キャリア教育に関する研修や、指導助言を受ける機会を設けた。
また、モデル校２校の取組みについて成果報告書を冊子にまとめ、府内支援学校へ配布し、事業成果を府のホームページで公開した。
決　算　額　　３６千円
５　外国語（英語）講師派遣事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　府立支援学校児童・生徒に対し、言語や文化に対する理解を深め、他者を尊重することや、他者への配慮をしながら外国語でコミュニケーションを図ろうとする態度を育成するため、府立支援学校に対し外国語（英語）講師の派遣を行った。
児童・生徒の外国語を学ぶ意欲の醸成、異文化理解の深化、外国語による簡単なコミュニケ－ション力の向上等の成果が得られた。
決　算　額　　　８，８９０千円
制度推進グループ

１　教育内容の充実に関する事務

　　府立支援学校の教育内容の充実について指導助言等を行うとともに、生徒の社会的・職業的自立を支援する教育活動を充実するための研修を行った。

　　また、福祉医療関係の専門性のある人材や社会人を特別非常勤講師等として配置し、教育内容の充実を図った。

２　支援学校のセンター的機能に関する事務
府立支援学校44校1分校のリーディングスタッフの資質向上や地域ブロック体制の充実を図るため、実践協議会を年２回開催し、研修及び情報交換を行った。

また、地域の小・中学校、高等学校等への訪問相談等を推進するため、リーディングスタッフの確保等を行った。

３　支援教育に係る講習会・研修会に関する事務
(1) 府内の支援学校及び小・中学校、高等学校の教員の資質向上を図るため、教育職員免許法に基づく、特別支援学校教諭免許の認定講習を行った。新型コロナウイルス感染症対策を講じながらコロナ禍前と同じ定員で７科目を実施した。
令和４年度認定講習単位習得者数
	科目

校種別
	特別支援教育領域に

関する科目（講座数：7 ）

	支援学校
	　408　

	小･中学校
	1,141

	高等学校
	 47

	計
	1,596　


(2) 府立支援学校教員の免許保有率向上を図るため、第２認定講習を行った。

（特別支援教育領域に関する科目 講座数：３　単位修得者数：342人）

特別支援教育に関する教職員等の資質向上事業
決　算　額　　１,７５４千円 
４　安全対策事業に関する事務　
　　医師の指示により、看護師の付添いがあれば参加が可能となる児童生徒の宿泊行事等の実施にあたり、看護師の付添いに要する経費を措置した。

５　医療的ケア実施体制整備事業に関する事務

社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正に伴い、平成24年度から登録特定行為事業者（支援学校）において、一定の研修を受けた認定特定行為業務従事者（教員等）が特定の幼児児童生徒に対して特定行為（咽頭より手前の口鼻腔内喀痰吸引・気管カニューレ内喀痰吸引、胃ろう・腸ろうを含む経管栄養）を実施することが可能となった。府立支援学校において、医療的ケアを要する児童生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、医療的ケアに関する法定研修を含めた研修会を実施し、教員や学校看護師の指導技術等の向上を図るとともに、医療的ケアに関する関係機関等と連携し、課題等の検討を行った。

６　医師への相談事業に関する事務　
府立支援学校において、複数かつ高度な医療的ケアが必要な児童生徒の増加に伴い、教員等が校内で安全に医療的ケアを実施するため、医師（医療的ケア指導医）に相談できる機会を設けた。
決　算　額　　２，８２８千円

７　医療的ケア通学支援事業に関する事務　
　　通学中に医療的ケアが必要なために通学バスを利用できない等の理由により通学が困難
な児童生徒の学習機会を保障するために、介護タクシー等に看護師が同乗し、登下校時の
車内で医療的ケアを実施することにより通学を支援した。また、校内における医療的ケアに対応する看護師を配置した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　３５９，２８１千円
８　学習支援員等配置事業に関する事務
　コロナ禍において教育活動の持続性を確保し、教育水準の低下を防ぐことを目的に、①安
心で万全な感染防止体制の確保を図るための「スクールサポートスタッフ」、②児童生徒
等への直接的な支援・介助を実施する「学習支援員」を配置した。
決　算　額　１５８，３５６千円
支援学級グループ

１　支援学級に関する事務
　　府内の公立小・中学校に設置する支援学級に関し、指導助言等を行った。

(1) 令和４年度支援学級設置数　（政令市を除く）

	
	弱　視
	難　聴
	知　的
	肢　体
	病　弱
	自閉・情緒
	言　語
	計

	小学校
義務（前期）を含む
	38
	68
	1,282
	243
	267
	1,689
	0
	3,587

	中学校
義務（前期）を含む
	15
	29
	530
	72
	112
	638
	0
	1,396

	　 計
	53
	97
	1,812
	315
	379
	2,327
	0
	4,983


(2) 令和４年度通級指導教室設置数 （政令市を除く）

	
	言語障がい
	難　　聴
	情緒障がい
	発達障がい
	計

	小　学　校

義務（前期）を含む
	11
	1
	1
	289
	302

	中　学　校
義務（後期）を含む
	0
	0
	1
	101
	102

	計
	11
	1
	2
	390
	404


２　支援教育に係る講習会・研修会に関する事務
市町村教育委員会の支援教育担当指導主事の資質向上を図るため、支援教育担当新任指導主事研究協議会及び支援教育担当指導主事会を行った。

	
	新任指導主事研究協議会
	指導主事会
	計

	日数・実施日
	3回  5/20 ，6/20，6/29
	5回 　5/11，6/17，8/26，12/2，2/22
	8回

	延べ参加者数
	78名
	212名
	290名


３　市町村医療的ケア等実施体制サポート事業に関する事務
(1) 学校看護師人材確保
小中学校に勤務する学校看護師を対象に医療講習会を実施。
（７・８月に２回開催：参加者数67名）

学校看護師の魅力の普及や啓発のため、「市町村医療的ケア実践報告会」を開催。
市町村による安全・安心な医療的ケア実施体制構築を支援するため医師等の専門家を
　　小・中学校へ派遣。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（年９回９校へ派遣）
決　算　額　　　　１，７８５千円
(2) 体制整備推進事業
医療的ケアが必要な児童生徒が新たに転入学した学校を対象に、受け入れのために必要な施設整備や備品購入を行う市町村教育委員会や、外部人材活用や医療的ケア等の障がいのある児童生徒のために通学支援を行う市町村教育委員会に対し、その経費の一部を補助した。
決　算　額　　　　２７，８８４千円
＜ 1.5 





1.5 ≦





＜ 2.5 





2.5 ≦








